


 九州旅客鉄道株式会社の社長の青柳です。皆様、本日はお忙しい中、
お集まりいただき、誠にありがとうございます。 

 

 私から、目次記載の各項目について説明します。 

 



 まず、2017年3月期の決算について説明します。 

 

 4ページをご覧ください。 

 



 連結決算の営業収益は、平成28年熊本地震の影響等による鉄道旅客運
輸収入の減（△36億円）はあったものの、マンション販売収入（＋23
億円）や流通・外食事業収入（＋42億円）の増などにより対前年49億
円の増収となりました。 

 

 親会社株主に帰属する当期純利益は、2016年3月期の鉄道事業固定資産
の減損損失の反動などにより、対前年4,778億円の増益となりました。 

 

 また、EBITDAは、不動産賃貸業が好調に推移したこと（＋23億円） 
などにより対前年で40億円増加しました。 

 

 詳細については、5ページをご参照ください。 

 

 次に、セグメント別の実績についてご説明します。 

 

 6ページをご覧ください。 

 

 

 





 セグメント別の実績については記載のとおりです。 

 

 主なセグメントについて説明します。 

 

 7ページをご覧ください。 

 



 

 
 運輸サービスセグメントについて説明します。 

 

 営業収益は、熊本地震やシルバーウィークの反動による鉄道旅客運
輸収入の減などにより減収となりましたが、営業利益は鉄道事業の
営業費用の減などにより増益となり、EBITDAも増加しました。 

 

 次のページをご覧ください。 

 

 



 駅ビル・不動産セグメントについて説明します。 

 

 2017年3月期は、JRJP博多ビルの開業や賃貸マンションの入居開始に
伴う賃貸収入の増、MJR六本松等の引渡しに伴うマンション販売収入
の増などにより、増収・増益となり、EBITDAも増加しました。 

 

 財政およびキャッシュ・フローの状況については、10ページをご参照
ください。 

 

 続きまして、単体決算について説明します。 

 

 11ページへお進みください。 

 

 







 営業収益は、熊本地震の影響等による鉄道旅客運輸収入の減はあっ
たものの、マンション販売収入や不動産賃貸業収入の増などにより
対前年11億円の増収となりました。 

 

 営業費用は、対前年で369億円減少しており、費目別に見ますと、
人件費は社員数の減などにより対前年で10億円減少し、物件費も新
幹線貸付料の減や修繕費の減などにより対前年で137億円減少して
おります。また、減価償却費は前期末の減損の影響により大きく減
少しております。 

 

 営業外損益は、経営安定基金運用収益の減などにより減少し、特別
損益は、経営安定基金売却益の減はあるものの、前年度末の鉄道事
業固定資産の減損の反動により増加しております。 

 

 結果、当期純利益は対前年4,820億円の増益となりました。 

 

 鉄道旅客運輸収入の実績については13ページをご参照ください。 

 

 続きまして、2018年3月期の通期業績予想について説明します。 

 

 15ページをご覧ください。 

 









 営業収益は、熊本地震の反動による鉄道旅客運輸収入の増（＋30億）
や流通・外食事業における新規出店に伴う収入の増などにより、  
対前年133億円の増収を見込んでおります。 

 

 営業利益及び経常利益は、鉄道事業における租税公課や減価償却費の
増などにより前年を下回ると見込んでおります。 

 

 親会社株主に帰属する当期純利益は、熊本地震等に係る特別損失の減
少などにより、対前年2億円の増益を見込んでおります。 

 

 EBITDAについても、熊本地震の反動による鉄道旅客運輸収入の増など
により前年を上回ると見込んでおります。 

 

 次に、セグメント別の業績予想についてご説明します。 

 

 17ページをご覧ください。 





 セグメント別の業績予想については記載のとおりです。 

 

 主なセグメントについて説明します。 

 

 運輸サービスセグメントについては、熊本地震の反動に伴う鉄道旅
客運輸収入が増える一方で、租税公課や減価償却費の増により営業
費用が増えるため、対前年で増収・減益を見込んでおります。 

 

 駅ビル・不動産セグメントについては、六本松開発（商業部分）や
賃貸マンションの開業による収入増があるものの、前期大規模物件
（MJR六本松）の反動減により、対前年で減収・減益を見込んでお
ります。 

 

 続きまして、単体業績予想について説明します。 

 

 18ページをご覧ください。 



 営業収益は、熊本地震の反動による鉄道旅客運輸収入の増などによ
り、対前年32億円の増収を見込んでおります。 

 

 営業費用は、人件費や修繕費の減はあるものの、三島特例の縮小及
び承継特例廃止等による租税公課の増、固定資産の新規取得に伴う
減価償却費の増などにより、対前年42億円の増加を見込んでおりま
す。 

 

 結果、営業利益は対前年9億円の減益を見込んでおりますが、当期
純利益については、前年度に計上した熊本地震に係る特別損失の減
などにより増益を見込んでおります。 

 

 以上で、決算及び業績予想についての説明を終わります。 

 

 続きまして、21ページをご覧ください。 

 







 

 これから中期経営計画の進捗状況について説明します。 

 

 



 当社は、中期経営計画において、2018年度における連結営業収益
4,000億円、連結EBITDA780億円を目標としております。 

 

 計画の1年目である2017年3月期は、熊本地震があったものの、その
影響は沈静化を見せており、着実な進捗状況であったと考えており
ます。2018年3月期についても、引き続き各種施策を推進し、数値
目標の達成を目指してまいります。 

 

 次のページをご覧ください。 

 

 



 設備投資額について説明します。 

 

 当社は、3ヵ年の連結設備投資総額として1,900億円を計画して 
おり、主な内訳は「鉄道事業における安全投資」650億円、 
「成長投資」800億円です。 

 

 成長投資については、2017年3月期の実績は359億円、2018年3月期
の計画は360億円で、3ヵ年の総額が800億円を上回ることもあると
考えております。 

 

 中期経営計画期間の主な成長投資件名は記載のとおりです。 

 

 今後も、すべての事業の根幹である鉄道事業の基盤強化に必要な 
安全投資に継続的に取り組みながら、まちづくりや地域のにぎわい
づくりに資する成長投資も積極的に実施してまいります。 

 

 次のページをご覧ください。 

 

 



 配当政策について説明します。 
 

 当社は、2019年3月期までの間は連結配当性向30%程度を目安に、安
定的な1株当たり配当を目指すことを基本方針としております。 
 

 1株当たり年間配当額は、2017年3月期においては直近の配当予想か
ら1円増額し、1株当たり38円50銭、2018年3月期においては1株当た
り78円の配当を予定しております。 
 

 続きまして、各事業における取り組みについて説明します。 
 

 26ページをご覧ください。 
 





 当社が展開するそれぞれの事業は、鉄道事業により構築された 
「安心と信頼」、「集客力」を根幹とし、駅を中心とするまち 
づくりの推進により、事業間の相乗効果を創出しております。 

 

 当社のまちづくりについて、福岡市を例に挙げると、鉄道を軸とし
た駅ビル・オフィス・マンション・ホテル等の一体的開発が地域の
人の流れを活性化し、鉄道事業にも好影響を与えています。 

 

 続きまして、鉄道事業の取り組みについて説明します。 

 

 次のページをご覧ください。 



 当社グループの基幹事業である鉄道事業は、九州全域を結ぶ重要な
交通手段として鉄道運輸収入は安定的に推移しております。 

 

 2017年3月期については、4月に熊本地震はあったものの、九州新幹
線を早期に復旧できたこともあり、前年並みの収入及びご利用状況
までに回復いたしました。 

 

 次のページをご覧ください。 



 当社では、イールドマネジメントの一環として、「インターネット
列車予約サービス」の利用を推進しており、5月からはコンビニ 
エンスストアにおける決済を開始します。 

 

 また、インバウンド需要を取り込むべく、外国人観光客専用の九州
内乗り放題商品である「JR九州レールパス」の販売促進に向けて、
海外旅行代理店や航空会社との連携を進めております。 

 

 次のページをご覧ください。 



 当社では、鉄道事業において、変化し続ける経営環境や多様化する
お客さまのニーズに柔軟に対応するために、技術革新と効率的な 
事業運営を推進しております。 

 

 ここでは主な取り組みとして、「Smart Support Station」及び 
架線式蓄電池電車「DENCHA」について紹介しております。 

 

 今後も、お客さまの「安全」と「サービス」を維持向上しながら、
技術革新に挑戦し、効率的な事業運営に努めてまいります。 

 

 続きまして、駅ビル・不動産事業の取り組みについて説明します。 

 

 次のページをご覧ください。 



 当社の成長と進化を牽引する駅ビル・不動産事業は、賃貸と分譲の
二つの事業で構成されており、連結EBITDAの約40％を占める重要な
事業です。 

 

 賃貸事業については、駅ビル等の商業施設やオフィスビル、賃貸マ
ンション等で構成されており、賃貸事業のEBITDAは駅ビル・不動産
セグメントのEBITDAの約90％を占めております。 

 

 分譲事業については、分譲マンション事業を九州各地で展開してお
り、安定した収益を上げております。 

 

 次のページをご覧ください。 



 駅ビル事業の取り組みについて説明します。 

 

 当社の駅ビル事業は、市場動向等を適切に捉えたテナントリーシン
グ、地域や周辺事業者と連携したイベントの開催等を通じ、駅ビル
を核とした魅力的でにぎわいの溢れるまちづくりを行い、当社グル
ープの価値向上や地域経済の活性化に努めております。 

 

 特に、JR博多シティなどの主要駅ビルにおいては、リニューアルの
実施や駅前広場などでのイベント展開等による集客力向上に向けた
取り組みを積極的に実施しており、着実にテナント売上を伸ばして
おります。 

 

 今後も、これらの取り組みを通じて、高い収益力を維持向上すると
同時に、地域のにぎわいづくりに貢献してまいりたいと考えており
ます。 

 

 次のページをご覧ください。 



 当社のマンション事業について説明します。 

 

 当社の賃貸マンションは、戸数、売上ともに着実に伸ばしてきてお
り、今後も都市圏を中心に積極的に新規開発を推進し、安定した収
益を確保していきたいと考えております。 

 

 分譲マンションについては、九州において当社のブランドを確立し
ており、2015年と2016年において2年連続で九州地区におけるマン
ション販売戸数首位の座を獲得しております。今後も積極的に新規
開発を推進し、シェアを拡大したいと考えております。 

 

 次のページをご覧ください。 

 

 



 今秋、東街区が開業予定の六本松開発の概要について説明します。 

 

 所在地は福岡市中央区で最寄駅は福岡市営地下鉄の六本松駅であり、
九州大学のキャンパス跡地を取得のうえ、開発をしております。 

 

 本開発については、敷地を東街区と西街区に分けて開発しており、 
東街区については、商業施設や法科大学院、福岡市科学館、また当社
の施設であるSJR六本松などを配置しています。西街区については、
総戸数351戸の分譲マンション「MJR六本松」を配置しており、既に引
渡しを終えております。 

 

 今後も、当社の成長に寄与し、かつ地域の魅力向上につながる案件に
ついては、当社の鉄道沿線に限らず、積極的にまちづくりに関わって
いきたいと考えております。 

 

 次のページをご覧ください。 



 流通・外食、ホテル事業の取り組みについて説明します。 

 

 これら事業においては、更なる成長を追求して、九州外エリアを含め
事業の拡大を推進していきます。今年6月には、那覇にJR九州ホテル
ブラッサムを開業します。 

 

 次のページをご覧ください。 



 最後に、今後の開発パイプラインについて説明します。 

 

 資料に記載のとおり、九州を中心としながら、それ以外の地域にお
いても当社の強みを活かしたパイプラインが控えており、中計期間
以降には熊本駅や長崎駅の周辺開発も予定しています。 

 

 以上で、説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。 












